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1.はじめに 

 私たちを取り巻く地球環境は大きく変化をし、地球

温暖化、環境破壊といった地球規模の危機や火災、大

震災といった未曾有にない大災害に見舞われている。

このような、事態がこの先永遠に続くならば、地球環

境の維持は不可能になっていくことが予測される。そ

こで、1980年代に国際機関である国連環境計画（UNEP）

やユネスコ（UNESCO）、市民組織として国際自然保護連

合（IUCN）や世界自然保護基金（WWF）が「持続可能な

開発」という概念を打ち出した。1）さらに、1992年リ

オデジャネイロで開催された「環境と開発に関する国

際連合会議（地球サミット）」で採択された「アジェン

ダ 21」では、国際経済と環境、貧困の撲滅、人口問題

などの社会的・経済的側面、大気保全をはじめ森林、

農業などの開発資源の保護と管理などが明記され、検

証機関として国連の持続可能な開発に関わる委員会の

設置が明らかにされ、「持続可能」という言葉をキーワ

ードとして取り組むようになった。 

 このような背景から、「持続可能な開発のための教育」

（ESD）推進の手引きでは、地球規模の課題に対し、子

どもに知識を一方的に教え込むだけの教育を続けてい

ても課題の解決に必要な資質・能力を十分に育成する

ことができない。子どもたちにどのような資質、能力

が求められているのか、その育成に、どのような教育

の在り方が必要なのかを共に考え、実践を通して共有

していく教育改革の営みそのものが ESDの原点として

いる。２） 

 また、2015年 9月に行われた国際サミットにおいて

「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が採択さ

れ、「持続可能な開発目標（SDGｓ）」が掲げられた。そ

こには 17の目標と 169のターゲットがある。この SDG

ｓは国連を中心とした新たな国際目標であるが、その

基本概念は「持続可能な開発」にあるといっても過言

ではない。 

教育行政では、平成２８年１２月「幼稚園、小学校、

中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領の

改善及び必要な方策等について（答申）」3）では、「『持

続可能な開発のための教育』（ESD）では、自然環境や

資源の有限性を理解し、持続可能な社会づくりを実現

していくことは、我が国や各地域が直面する課題であ

るとともに、地球規模の課題でもあるとし、我が国は、

持続可能開発のための教育（ESD）に関するユネスコ世

界会議のホスト国としても先進的な役割を果たすこと

が求められる」としている。「持続可能な社会」を構築

する上で、自然環境や資源の有限性を理解し、身近な

課題について自分ができることを考え行動していくと

いう学びが地球規模から身近な課題の解決の手掛かり

となるとしている。さらに小学校新学習指導要領、第

1章総則には「3 育成を目指す資質・能力（第 1章第

１の 3）」４）の中で 3 2の（１）から（３）までに掲げ

る事項の実現を図り、豊かな創造性を備え持続可能な

社会の創り手となることが期待される児童（生徒）に

生きる力を育むことを目指すに当たっては、学校教育

全体並びに各教科、道徳科、外国語活動、総合的な時

間及び特別活動（以下「各教科等」という。ただし、

第２の３の（２）のア及びウにおいて特別活動につい
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ては学級活動（学校給食に係るものものを除く。）に限

る。）の指導を通してどのような資質・能力の育成を目

指すのを明確にしながら、教育活動の充実を図るもの

とする。その際、児童の発達の段階や特性などを踏ま

えつつ、次にあげることが偏りなく実現できるように

するものとする。 

（1）知識及び技能が習得されるようにすること。 

（2）思考力、判断力、表現力等を育成すること。 

（3）学びに向かう力、人間性等を涵養すること。 

平成 30年度改訂された「幼稚園教育要領」には幼児期

の終わりまでに育ってほしい姿が明記された。以下に

示す。 

（２）自立心、身近な環境に主体的に関わり、様々な

活動を楽しむ中で、しなければならないことを自覚し、

自分の力で行うために考えたり、工夫したりしながら、

諦めずにやり遂げる達成感を味わい、自信をもって行

動するようになる。 

（５）社会生活との関わりでは、家族を大切にしよう

とする気持ちをもつとともに、地域の身近な人と触れ

合う中で、人の様々な関わり方に気付き、相手の気持

ちを考えて関わり、自分が役に立つ喜びを感じ地域に

親しみを持つようになる。また、幼稚園内外の様々な

環境に関わる中で、遊びや生活に必要な情報を取り入

れ、情報に基づき判断したり、情報を伝え合ったり、

活用したりするなど、情報を役立てながら活動するよ

うになるとともに、公共の施設を大切に利用するなど

して、社会とのつながりなどを意識するようになる。 

（７）自然との関わり・生命尊重 自然に触れて感動

する体験を通して、自然の変化などを感じ取り、好奇

心や探求心をもって考え言葉などで表現しながら、身

近な事象への関心が高まるとともに、自然への愛情や

畏敬の念をもつようになる。また、身近な動植物への

接し方を考え、命あるものとしていたわり、大切にす

る気持ちをもって関わるようになるとしている。 

その中には、社会生活との関わりでは、人との関わ

り、社会とのつながりを目指している。また、自然と

の関わり、生命尊重では、身近な事象への関心、いの

ちあるものとしていたわり、大切にする気持ちなど

ESD の基本的な考え方と共通している姿がある。この

ことからも、幼児教育における ESD は、環境を通して

総 合的に学んでいく幼児教育の考え方や方法との親

和性が高いということが伺われる。 

 また、加藤 5）は、日本の幼児教育・保育における ESD

の取り組みの現状について公益社団法人全国私立保育

園連盟 保育国際交流運営委員会「地球にやさしい保

育のすすめ ESD的思想が保育を変える」に掲載事例及

び CiNiiにおいて「ESD 保育」「ESD 幼児」について

調査している。その中で ESDの基本的な考え方から「環

境（環境エネルギー学習、防災学習、気候変動）」「経

済（その他関連する学習）」「社会／文化（世界遺産や

地域の文化財等に関する学習）」「平等（生物多様性・

国際理解学習）」4つの視点に分類した結果、突出して

いる視点が「環境」であることを明らかにしている。

このことから、幼児教育・保育では「環境」を通した

取り組みを多く行っていることがわかる。 

 そこで、本研究では幼児教育における「領域環境」

を通し、ESD、SDGｓを考える教材の在り方を概観する

ことを目的とする。 

 

２．ESD、SDGｓにおける社会的背景 

 環境について、問いただされるようになったのは

1962年にレイチェル・カーソンが沈黙の春」で自然破

壊と化学薬品について述べ「おそろしい武器を考え出

してはその鉾先を昆虫に向けて生きたが、それは、ほ

かならぬ私たち人間の住む地球そのものに向けられて

いたのだ」6）と述べている。しかし、その時代、その

ような内容が発表されることで、農薬化学、食品工業

の会社がカーソン反対のプロパガンダを起こすなどの

反発、反論がなされた。その 30年後、国際的には 1992

年のリオデジャネイロで開かれた「国連環境開発会議

（地球サミット）で採択された「アジェンダ 21」には、

行動領域として大気の保護、水質汚染の防止、魚種枯

渇の防止、有害物質の安全管理の促進が含まれた。 

さらに、2002 年には、「持続可能な開発に関する世界

首脳会議」で「持続可能な開発のための教育の 10年」

が日本政府と NGO によって提案され、国連総会にて

2005年から2014年までの10年を国連がフラッグシッ

ププログラムとして ESDを推進していくことが決議さ

れた。 

 さらに 2015年に開かれた、国連総会では「我々の世

界を変革する：持続可能な開発のための 2030アジェン

ダ」と題する決議が採択された。これは、2001年に合

意された「ミレニアム開発目標（MDGｓ）」に代わって

2030年を達成期限とする「持続可能な開発目標（SDGs）」

が合意された。 

 

３．ESDと SDGｓにおける内容 

 ESDとは何か、平成28年、文部科学省国際統括官付、

日本ユネスコ国内委員会では ESD（持続可能な開発の

ための教育）推進の手引き 7）の中に記載されている。

これを実践するには、環境の側面だけでなく、経済的、

または社会的な側面からアプローチするとともに、あ

らゆる分野の知識を動員する必要があり、かつ国際的

な連携が必要である。こうした「教育」を通じて子ど

もたちだけでなく、より多くの人々に伝えていく必要

があるとしている。 
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さらに、五島・関口 8）は ESDを推進するうえで各国が

参照にしている国際実施計画(2004年)を以下に示す。 

・学習的でホリスティックであること 

・持続可能な未来に向けた価値づけがあること 

・批判的思考および問題解決を重視していること 

・多様な学習法を活用すること 

・学習者自身が意思決定に参加すること 

・地域の文化に適合していること 

このことからも、問題解決に必要な資質・能力の育

成及び学習者が主体的に取り組み、繋がりを大切にし

ていくことが重要であることが伺われる。 

 SDGｓについて田中、三宅、湯本 9）によると、「SDG

ｓは 17の目標（ゴール）と 169のターゲットで構成さ

れており、達成期限は目標に応じて 2030年、2020年、

もしくは設定されていないものもある。SDGｓには、5

つの特徴があり、第一は、「貧困の解消」「環境の保全」

という二つ柱の統合。第二は、発展途上国だけでなく

先進国も対象としている。第三は、「格差」が重視され

ている。第四は、MDGｓで達成されなかった課題に新た

に追加しかつ野心的な目標（初等教育に加えて、乳幼

児のケア、中学と高校で構成されている中等教育、若

者と成人の識字、職業訓練と技術教育というあらゆる

段階の教育をターゲットに掲げている）を掲げている。

第五は、実施手段について」が明記された。このこと

から、SDGｓは、発展途上国だけでなく、先進国も含め

た世界全体で取り組むべき目標であり、新たな課題も

含まれていることが伺われる。 

 

４．幼児教育における ESD・SDGｓ 

 幼児教育において、ESD についての言及はされてい

ない。しかし、田宮 10）は幼児教育では「持続可能な社

会の構築」という文言は使用していないものの、従前

より、ESDの理念との共通性を見いだすことができる。

たとえば①「総合性」：遊びは自発的な活動であるとと

もに総合的なものであるという点で、幼児教育は、「環

境を通して行うこと」を基本にしており、そこでは、

遊びを通して総合的に指導することを重視している。

②「関係性」：環境との関係性、活動と活動との関係性

という点であり、身近な人、もの、自然環境、社会事

象などの関わりや活動と活動のストーリー性を重視し

ている。③「行動変容」：心情・意欲を表す子どもの態

度の育成をしている点であり、各領域の「ねらい」は

就学までに育って欲しい生きる力の基礎となる心情・

意欲を表す子どもの行動、つまり行動変容を目指して

いる。さらに、保育を実践することが ESDの理念に通

じるものであり、また、究極のアクティブ・ラーニン

グという方法で教育を行っているとしている。 

 さらに、井上 11）は国際的な憲章や行動計画では、環

境教育と ESDのいずれも開始時期として幼児期を実施

機関として就学前 ESDの受け入れ状況について、国内

外の比較をしている。また、「持続可能な開発のための

教育の 10年（DESD）国際行動計画」（2004）において

も開始期としての幼児期、実施期間として保育園があ

げられ、公的な就学前教育から高等教育にわたる教育

の中で中断することなく取り入れられるべきとされて

いる。しかし、国内では日本の環境教育の歴史におい

て、幼児期が明確に意識されたり、その必要性が具体

的に示される事がなかったと示唆している。 

 国外での保育における環境教育の位置づけでは、ア

メリカ、ドイツでは国家の制度としての保育が確立さ

れていない。スウェーデンでは、1996年に教育制度の

中に保育が組み込まれ、1998年には、就学前教育の教

育課程が示された。そこでは、「環境」の尊重が明記さ

れ、環境問題や自然保護を重視され、生態学的なアプ

ローチ活動が位置づけられている。一方、ナショナル

カリキュラムを導入したイギリスでは、5 歳からのク

ロス・カリキュラムの中で環境教育を導入している。

さらに、オーストラリアでは州制度をとりながら 2009

年に国家の保育基準を定めている。その中で、4 分類

されており、第 4番目の目標群に「子どもは環境を尊

重することを学び、持続可能な未来を創出するために

どのように行動すればよいかを理解する」とされてい

る。 

 以上のように、国ごとに見ると取り組み方や年齢も

異なる事が伺える。 

 

５．領域 環境から考える持続可能な開発における教

育とは 

 幼稚園教育要領 12）では身近な環境との関わりに関

する領域「環境」は以下のように明記されている。 

周囲の様々な環境に好奇心や探求心をもって関わり、

それらを生活に取り入れていこうとする力を養う。 

１．ねらい 

（１）身近な環境に親しみ、自然と触れ合う中で様々

な事象に興味や関心を持つ 

（２）身近な環境に自分から関わり、発見を楽しんだ

り、考えたりし、それを生活に取り入れようとする。 

（３）身近な事象を見たり、考えたり、扱ったりする

中で、物の性質や数量、文字などに対する感覚を豊か

にする。 

とある。これらのねらいでは、身近な事象を見たり、

考えたり、扱ったりする中で、物の性質や数量、文字

などに対しての関りを広げることも大切であると解説

では明記されている。 

内容では、 

（１）自然に触れて生活し、その大きさ、美しさ、不
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自然さなどに気付く 

（２）生活の中で、様々な物に触れ、その性質や仕組

みに興味や関心をもつ。 

（３）季節により、自然や人間の生活に変化のあるこ

とに気付く。 

（４）自然などの身近な事象に関心をもち、取り入れ

て遊ぶ。 

（５）身近な動植物に親しみを持って接し、生命の尊

さに気付き、いたわったり、大切にしたりする。 

（６）身近な物を大切にする。 

（７）身近な物や遊具に興味をもってかかわり、考え

たり、試したりして工夫して遊ぶ。 

（８）日常生活の中で数量や図形などに関心をもつ。 

（９）日常生活の中で簡単な標識や文字などに関心を

もつ。 

（１０）生活に関係の深い情報や施設などに興味や関

心をもつ。 

（１１）幼稚園内外の行事において国旗に親しむ。 

とある。 

 これらのねらい、内容の中には「持続可能な開発」

「持続可能な開発のための教育」というキーワードは

明記されていない。しかし、「自然」「生活」「人間の生

活」「身近な事象」「身近な動植物」「身近な物」「日常

生活」「国旗」に「気付く」「関心を持つ」「親しむ」と

明記されている。また、「持続可能な開発のための教育」

ESDの観点は以下の通りである。13） 

○人格の発達や、自律心、判断力、責任感などの人間

性を育むこと 

○他人との関係性、社会との関係性、自然環境との関

係性を認識し、「関わり」「つながり」を尊重できる個

人を育むこと 

 そのため、環境、平和や人権等の ESDの対象となる

様々な課題への取り組みをベースにしつつ、環境、経

済、社会、文化の各側面から学際的かつ総合的に取り

組む事が重要であるとしている。このことからも、幼

児教育要領の中で明記されている領域「環境」で示さ

れている内容、ねらいは ESDの観点と共通している点

が多いことが分かる。 

さらに、内容の取扱い（１）では、幼児が、遊びの

中で周囲の環境と関わり、次第に周囲の世界に好奇心

を抱き、その意味や操作の仕方に関心を持ち、物事の

法則性に気付き、自分なりに考えることができるよう

になる過程を大切にすること。また、他の幼児の考え

などに触れて新しい考えを生み出す喜びや楽しさを味

わい、自分の考えをよりよいものにしようとする気持

ちが育つようにすることとしている。このことは、教

師や友達の考えに刺激を受け、新しい考えを生み出す。

また、そのような体験を通じて自分の考えをよりよい

ものにしていこうとする気持ちにつながっていくこと

を意味している。また、（４）では文化や伝統に親しむ

際には、正月や節句など我が国の伝統的な行事、国歌、

唱歌、わらべうたや我が国の伝統的な遊びに親しんだ

り、異なる文化に触れる活動に親しんだりすることを

通じて、社会とのつながりの意識や国際理解の意識の

芽生えなどが養われる央にすることとしている。この

ことは、地域の人々の繋がりを深め、身近な文化や伝

統に親しむ中で、自分を取り巻く生活の有様に気付き、

社会とのつながり意識や国際理解の意識が芽生えると

している。 

 このような「環境」に含まれる地球規模の課題に対

し、子どもに知識を一方的に教え込むだけの教育を続

けていても課題の解決に必要な資質・能力を十分に育

成することができない。子どもたちにどのような資質、

能力が求められているのか、その育成に、どのような

教育の在り方が必要なのかを共に考え、実践を通して

共有していく教育改革の営みを ESDの概念とするなら

ば、幼児教育における領域「環境」に含まれる内容は、

ESD の視点が十分含まれていると考えることができる。

さらに、身近な環境や社会とのつながりに関係が深い

と言っても過言ではない。 

 

５．幼児教育における ESD活動(ユネスコスクールを中

心に) 

 ESD 実践の取り組みの一つとして ESD の推進拠点と

しているユネスコスクールは 2018年 10月ではユネス

コスクール加盟校が 1116校である。そのうち、小学校

552校、中学校 279校に比べ、幼稚園は 21校、認定こ

ども園も含まれるその他は 31校です。加盟校数から見

ると幼児教育におけるユネスコスクールの加盟校が少

ないことが分かりる。 

さらに、先行研究では、日本の乳幼児教育・保育にお

ける ESD実践事例を ESDの基本的な考え方である項目

にまとめているが、実践が少なく、「経済」の項目につ

いて意識の低さを指摘されている。これらのことから、

幼児教育におけるＥＳＤ実践は十分とは言い難いこと

が伺える。 

具体的な取り組み実践例を紹介します。 

平成 27年から平成 29年における各校種の特色を生

かした ESD活動発展のためのコンソーシアム事業（ESD

コンソーシアム愛知）の中から活動１を抽出した。 

「好奇心や探求心をもって身近な自然に関わる幼児の

育成～ESD の取り組みを通して～」では、自然体験と

称して地域の神社散策活動。 

「①人との関わり②地域との関わり③自然との関わり」

では、和太鼓の鑑賞及び実技体験を行った。 

これらの実践は短期的に行われるものもあるが、長期
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的に行われるものもあった。 

 

６．幼児教育における ESD・SDGs教材 

 領域「環境」における「持続可能な開発のための教

育」ESD「持続可能な開発目標」SDGｓの観点及び概念

において共通する視点が明らかになった。 

しかし、地球規模の課題に対し、子どもに知識を一方

的に教え込むだけの教育を続けていても課題の解決に

必要な資質・能力を十分に育成することができない。

子どもたちにどのような資質、能力が求められている

のか、その育成に、どのような教育の在り方が必要な

のかを共に考え、実践を通して共有していく教育改革

の営みそのものが ESDの原点としている。２） 

 2015年 9月に行われた国際サミットにおいて「持続

可能な開発のための 2030アジェンダ」が採択され、SDG

ｓが掲げられた。そこには 17の目標と 169のターゲッ

トがある。この SDGｓは国連を中心とした新たな国際

目標であるが、その基本概念は「持続可能な開発」に

あるといっても過言ではない。 

そのため、領域「環境」における ESD・SDGｓ教材とは、

その育成に、どのような教育の在り方が必要なのかを

共に考え、実践を通して共有していく教育改革の営み

そのものであり、ESD・SDGｓ教材では、ねらいに応じ

た活動実践から、学び得たことを共有、発信していく

ことでさらに教材的価値を見いだしていくのだと考え

られる。 

 今後の課題として、ESD・SDGｓ教材を実践し有効性

を検証していきたい。 
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